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１．はじめに1

　知識は企業にとって重要な資産であり、企

業内で知識を流通させること、そしてそのた

めに従業員に知識を共有させることが企業の

成長にとって不可欠である。このような知識

共有の規定要因に関する研究が進められてお

り、たとえば、従業員が自分は価値があると

感じる感覚である「組織内自尊感情」（Pierce 

et al., 1989）や、従業員が意見を言いやすい

安心できる環境である「心理的安全性」

（Edmondson, 1999）が知識共有を促進する

ことなどが明らかにされている（e.g., Ed-

mondson, 1999; Edmondson and Lei, 2014; 

向日，2015a, 2015b）。

　このような自分に価値があると感じられる

環境や、安心を感じられる環境に類似した概

念として「心理的居場所感」の概念が挙げら

れる。心理的居場所感の研究は、心理学を中

心に研究が取り組まれ、実証的な研究を通し

て因子構造が明らかにされているとともに、

心理的居場所感が個人のメンタルヘルスに有

効であることが示されている（e.g., 則定，

2016）。そのため、職場において心理的居場

所感を高めることで、個人のメンタルヘルス

の問題を解決するとともに、知識共有を促進

させることができると考えられる。しかしな

がら、職場の文脈での心理的居場所感の実証

的な研究は中村・岡田（2016）以外にほとん

どみられず、職場での心理的居場所感の影響

については定かではない。

　そこで、本研究では職場における従業員の

心理的居場所感が知識提供行動と知識獲得行

動に与える影響を、アンケートで得られた

データを分析して明らかにする。

２．研究背景

2. 1 知識提供行動と知識獲得行動

　Wang and Noe（2010）は知識共有の研究

をレビューし、知識共有の規定要因の 1 つと

して、評価懸念を挙げ、職場において「自己

を有能で価値のある重要な存在と捉える度合

い」（松田・柴田・石川，2009，p.114）であ

る「組織内自尊感情」（Pierce et al., 1989）

の影響について検討する必要性を指摘してい

る。

　向日（2015b）は、組織内自尊感情と知識

提供動機、知識提供行動との関係を分析した

結果、組織内自尊感情が内発的動機を介して

知識提供行動を促進することを明らかにして

いる。また、向日（2019）は伊藤・川崎・小

玉（2011）の研究に基づき、職場の従業員の

自尊感情を他者との比較に基づいた「優越

感」と自分らしくあれる感覚である「本来

感」に分けて検討し、従業員の本来感が自律

的知識提動機を高めることなどを明らかにし

ている。

　さらに、Edmondson（1999）は、チーム
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のメンバー間において共有された「チームに

おいて対人関係のリスクを負った行動を取っ

たとしても安全である」との信念である「心

理的安全性」の概念を提唱した。Edmond-

son（1999, 2019）は、心理的安全性が築か

れたチームでは、メンバーが批判などを恐れ

ずに知識を提供し、チームのコミュニケー

ションやパフォーマンスが向上することを明

らかにしている。Edmondson（1999）の研

究をきっかけに、数多くの心理的安全性の研

究が取り組まれ、またそれらの研究のレ

ビューやメタ分析が報告されているが、それ

らの報告では心理的安全性が知識共有や情報

共有を促進することが明らかにされている

（e.g., Edmondson and Lei, 2014; Frazier et 

al., 2017）。

　以上のように、従業員の自尊感情や本来

感、職場での心理的安全性が知識共有を促進

することが示されている。

　また、知識共有の研究では、知識提供行動

と知識獲得行動を区別した研究もみられる2。

たとえば Lin（2007）は、他者を助けること

の喜び、知識共有の自己効力感、上司からの

サポートが知識提供行動と知識獲得行動双方

を促進することを示すとともに、ICT の活

用は知識獲得行動のみを促進することを示し

て い る。Van den Hooff and De Ridder

（2004）は、コミュニケーションの風土が知識

提供行動と知識獲得行動双方を促進するもの

の、知識獲得行動への影響の方が強いこと、

そして情緒的コミットメンが知識提供行動の

みを促進することを示している。また彼ら

は、知識提供は知識資産を伝達するプロセス

であるのに対し、知識獲得は知識資産の提供

を促すように同僚に働きかけるプロセスと定

義している。つまり知識提供行動には、自己

の知識資産の豊かさを示す側面があるのに対

し、知識獲得行動は自己の知識資産の不足を

示す側面があり、心理的なプロセスに大きな

違いが存在する可能性がある。また、向日

（2020）は、仕事において他者よりも優位に

立つことに自己価値を随伴させている人は知

識を提供する傾向があるのに対し、職場の関

係性に自己価値を随伴させている人は知識を

獲得する傾向が強いことを示した。そして、

自己価値を優位性に随伴させている人は、他

者から知識を獲得することは能力がないこと

を裏づける自我脅威情報と受け取り、知識獲

得を回避した可能性を指摘している。

　以上から、知識提供行動と知識獲得行動の

規定要因や心理的プロセスが異なる可能性が

あり、知識共有を知識提供行動と知識獲得行

動とに区別して検討することが好ましいと考

えられる。

２. ２心理的居場所感

　先述したように、従業員の自尊感情、本来

感、職場での心理的安全性が知識の提供を促

進することが示されている。これらに関連し

た概念として、心理的居場所感（以下居場所

感と略す）の概念が挙げられる。中藤（2017）

は居場所の概念を歴史的に考察しているが、

居場所の概念が社会的に注目されるように

なった背景として、1980 年代に不登校の子

供たちの支援の場としてフリースクールやフ

リースペースが設立され、そのような場が

「居場所」と呼ばれるようになったことを挙

げている。

　居場所の概念が注目されるようになった

後、この居場所や居場所があるとの感覚であ

る居場所感について、心理学の分野において

青少年を中心に研究が進められている。定量

的な研究としては、たとえば則定の一連の研

究が挙げられる（則定，2006, 2007, 2008, 

2016）。則定（2006, 2016）は青少年を対象

に居場所感の特徴を自由記述の内容に従い整

理し、居場所感を「心の拠り所となる関係

性、および、安心感があり、ありのままの自

分を受容される場があるとの感情」（則定，

2016，p.39）と定義している。またこれらに

基づき居場所感の尺度を作成し、自分らしく

いられる感覚である「本来感」、人の役に
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立っている感覚である「役割感」、人に受け

入れられている感覚である「被受容感」、安

心する感覚である「安心感」の 4 つの因子を

明らかにした（則定，2007，2016）。さらに

居場所感が抑うつ感の防御要因になること

や、レジリエンスを高めることなどを明らか

にした（則定，2016）。

　その他、たとえば中西（2000）は大学生な

どに対する調査から「安心感」、「受容感」、

「役割感」の因子を、秦（2000）は高校生へ

の調査から「安心感」、「受容感」、「役割感」

の因子を、杉本・庄司（2006）は小・中・高

校生への調査から居場所の心理的機能として

「被受容感」、「精神的安定」、「行動の自由」、

「思考・内省」、「自己肯定感」、「他者からの

自由」の因子を抽出している。また、石本

（2009，2010）は、先行研究のレビューから

「ありのままでいられる」ということと「役

に立っていると思える」という感覚が居場所

の中心的内容であると述べ、また居場所の因

子として「本来感」と「自己有用感」の因子

を提示している。さらに中藤（2017）は、先

行研究のレビューから、居場所を「安心で

き、自分らしくいられる場所」を基礎概念と

しつつも、個人の日常的文脈によって捉え方

が異なると述べている。このことを踏まえる

なら、居場所感の概念は多様であり、職場へ

応用する際には、職場の文脈を考慮した尺度

の検証が必要となる。

　職場における居場所感の研究として中村・

岡田（2016）らの研究が挙げられる。中村ら

は企業従業員に対してアンケート調査を行な

い、則定（2007, 2008）の研究をも参考に、

職場における居場所感の因子とその規定要因

について検討した。分析の結果、「役割感」、

「安心感」、「本来感」の因子を明らかにし、

また、仕事の評価が役割感を、やりがいが本

来感を、職場への適応が役割感、安心感、本

来感を高めることなどを明らかにした。

　さらに中村・岡田（2019）は、企業従業員

へのインタビュー調査から、職場における居

場所感の喪失が自己内省や自己理解の機会に

なる一方で、メンタルヘルス不全につながる

可能性をも明らかにした。また高橋（2020）

は、中高年の従業員へのアンケート調査か

ら、職場での心理的居場所感が、次の世代を

確立し、導くことへの関心である「ジェネラ

ティビティ」を介して、職業における自分ら

しさの感覚である「職業的アイデンティティ」

を高めることを明らかにしている。

　以上から、職場における心理的居場所感

は、従業員にポジティブな影響を与える傾向

が示唆されるものの、実証的研究は十分にな

されておらず、知識提供行動や知識獲得行動

への影響も明らかにはされていない。

３．研究仮説

　以上を踏まえ、本研究では、職場における

心理的居場所感が知識提供行動と知識獲得行

動に与える影響について検証する。以下で

は、ここまで眺めた先行研究に基づき、仮説

を設ける。

　中村・岡田（2016）の研究における役割感

の質問項目には、Pierce et al.（1989）が作

成し、Matsuda et al.（2011）が翻訳した組

織内自尊感情の質問項目と重複した項目があ

り、両者は類似した概念と考えられる。たと

えば役割感では「私は人から頼りにされてい

る」、「私は役に立っている」、「私は必要とさ

れている」などの項目があるのに対し、組織

内自尊感情では「職場では私に対する信頼が

ある」、「私は職場で役に立つ」、「私は職場で

必要とされている」などの項目がある。そし

て先行研究（向日，2015a, 2015b）では組織

内自尊感情が知識提供行動を促進することが

明らかにされていることから、役割感も知識

提供行動を促進することが予想される。

　また、居場所感の安心感は心理的安全性と

類似した概念である可能性がある。心理的安

全性はその定義からリスク行動を取るとの前

提があり、単なる安心感を意味しているわけ
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る。一方、安心感や本来感が知識獲得行動に

与える影響に関連した研究はみられない。た

だ、安心感や本来感が高い状況では、知識を

獲得することが知識資産の不足を示すことで

あったとしても、知識がない自分も受け入れ

られていると感じることで自我脅威が低下

し、積極的に知識を獲得する可能性がある。

そこで、以下の仮説を設定する。

仮説 4：職場における役割感は知識獲得行動

を促進する

仮説 5：職場における安心感は知識獲得行動

を促進する

仮説 6：職場における本来感は知識獲得行動

を促進する

４．研究方法

４. １調査対象者と調査方法

　上記の仮説を検証するためにアンケート調

査を実施した。調査はネットリサーチ業者に

依頼し、従業員 10 名以上の株式会社の従業

員（契約社員、パートを含む）で、直前の 1

か月の 1 週あたりの平均労働時間が 30 時間

を越えている 20 代から 50 代の人を調査対象

とした。調査時期は 2019 年 3 月で、650 名

からアンケートを回収し、データクリーニン

グの結果、581 名分のデータを用いることと

した。サンプルの内訳は表 1 に示すが、性別

は男性（63%）、年齢は 40 代と 50 代（72%）、

業種は製造業とサービス業（56%）が多く

なっている。

４. ２調査項目と分析方法

　職場における居場所感に関する項目は、中

村・岡田（2016）の尺度を一部修正したもの

を用いる。項目は「そう思う（5 点）」から

「そう思わない（1 点）」の 5 件法となってい

る。これらを因子分析（最尤法、プロマック

ス回転）した結果、3 つの因子が抽出された

（表 2）。中村・岡田（2016）に基づき、第 1

ではない。しかし、Edmondson（1999）が

作成した心理的安全性を測定する項目には

「このチームの人々は、他と違っていること

を認めない（反転項目）」、「このチームのメ

ンバーと仕事をするときには、私ならではの

スキルと能力が高く評価され、活用されてい

る」（Edmondson，2019，邦訳，2021，p.47）

との、個性の受容に関する質問項目がみられ

る。また、心理的安全性を高める上で対人関

係の不安を取り除くことの重要性が指摘され

ており（Edmondson，2019）、リスク行動を

取るには、その前提として個性が受容された

安心できる環境が必要であることが示唆され

ている。そのため、個人が大切にされ、ここ

にいて良いと感じられる安心感は心理的安全

とある程度、重複した概念と考えられる。そ

して先行研究のレビューから心理的安全性が

知識共有を促進することが明らかにされてい

る こ と か ら（Edmondson and Lei, 2014; 

Frazier et al., 2017）、安心感が知識提供行

動を促進することが予想される。

　さらに先行研究では、従業員の本来感が自

律的知識提供動機を高めることが明らかにさ

れていることから（向日，2019）、本来感が

知識提供行動を促進することが予想される。

　以上から次の仮説が設定される。

仮説 1：職場における役割感は知識提供行動

を促進する

仮説 2：職場における安心感は知識提供行動

を促進する

仮説 3：職場における本来感は知識提供行動

を促進する

　知識提供行動と同様に、居場所感の各因子

が職場における従業員の知識獲得行動に何ら

かの影響を与えている可能性が想定される。

特に組織内自尊感情が知識獲得行動に影響を

与えていることが示されていることから（向

日，2020）、類似した概念である役割感も知

識獲得行動に影響を与えていると考えられ
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因子を「知識獲得行動」の因子と解釈する。

各因子に基づいた尺度の信頼性をクロンバッ

クのαを求めて確認したが、すべて 0.7 以上

となっており、尺度の信頼性が確認された。

そこで各因子に含まれる項目の平均値を知識

提供／獲得行動の各変数の得点とする。

　以上で得られた変数の基礎統計量と変数間

の単相関の結果を表 4 に示す。

　仮説を検証するために、これらの変数を用

い、役割感、安心感、本来感を説明変数、知

識提供行動と知識獲得行動とをそれぞれ目的

変数とし、重回帰分析によって分析する。ま

たコントロール変数として、性別（男性＝ 0、

女性＝ 1）と年齢を投入する。

因子を「役割感」、第 2 因子を「安心感」、第

3 因子を「本来感」と解釈する。各因子に基

づいた尺度の信頼性をクロンバックのαを求

めて確認したが、すべて 0.7 以上となってお

り、尺度の信頼性が確認された。そこで各因

子に含まれる項目の平均値を居場所感の各変

数の得点とする。

　また、知識提供行動と知識獲得行動は

Van den Hooff and De Ridder（2004）が用

いたものを参考にして作成した。これらの項

目も居場所感と同様に 5 件法となっている。

これらを因子分析（最尤法、プロマックス回

転）した結果、2 つの因子が抽出されたが

（表 3）、第 1 因子を「知識提供行動」、第 2

業　種 人数 ％ 従業員数 人数 ％

製造業 172 29.6% 10 ～ 49 人 123 21.2%

卸売業 32 5.5% 50 ～ 99 人 75 12.9%

小売業 47 8.1% 100 ～ 299 人 86 14.8%

ソフトウェア・情報処理業 40 6.9% 300 ～ 999 人 98 16.9%

サービス業 153 26.3% 1,000 ～ 4,999 人 96 16.5%

その他 137 23.6% 5,000 ～ 9,999 人 42 7.2%

1 万人以上 61 10.5%

職　種

営業・販売 133 22.9% 勤続年数

研究・開発・技術 71 12.2% 1 年未満 39 6.7%

総務・人事 51 8.8% 1 年～ 3 年未満 65 11.2%

財務・経理 22 3.8% 3 年～ 5 年未満 74 12.7%

企画・マーケティング 17 2.9% 5 年～ 10 年未満 116 20.0%

広告・デザイン 6 1.0% 10 年～ 15 年未満 93 16.0%

事務職 89 15.3% 15 年以上 194 33.4%

管理職 35 6.0%

会社経営・役員 8 1.4% 年　齢

その他 149 25.6% 20 代 45 7.7%

30 代 118 20.3%

役　職 40 代 193 33.2%

経営者クラス 10 1.7% 50 代 225 38.7%

部長クラス 37 6.4%

課長クラス 82 14.1% 性　別

主任・係長クラス 95 16.4% 男性 375 64.5%

一般正社員（正社員） 251 43.2% 女性 206 35.5%

派遣社員 37 6.4%

パート、アルバイト 52 9.0%

その他 17 2.9% 合　計 581 100%

表 1　回答者の内訳
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動への影響を確認する。コントロール変数で

は、性別で女性が知識を提供する傾向がみら

れた。一方で、年齢は知識提供行動には影響

していない。居場所感については、3 つの変

数がすべて正の有意な影響を与えており、安

５．分析結果と考察

５. １分析結果

　分析の結果を表 5 に示す。まず知識提供行

　 第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子

役割感（α＝ 0.942）

職場で私は必要とされている 0.925 0.014 -0.022

職場で私は人から頼りにされている 0.898 -0.085 0.036

職場で私は人の支えになっている 0.850 -0.012 0.002

職場で私は役に立っている 0.849 -0.081 0.071

職場で自分の存在が認められている 0.818 0.164 -0.092

職場で人のためにできることがある 0.800 -0.042 -0.022

職場で自分にしかできない役割がある 0.674 -0.145 0.139

職場で私は人に好感をもたれている 0.646 0.251 -0.082

職場で自分のことをかけがえのない人間なのだと感じる 0.597 0.085 0.125

安心感（α＝ 0.931）

職場で居心地のよさを感じる -0.028 0.934 -0.064

職場で落ち着いた気持ちでいられる -0.148 0.921 0.081

職場で安心していられる -0.095 0.911 0.067

職場で私は大切にされている 0.206 0.715 -0.046

職場で自分はここにいていいのだと感じる 0.214 0.624 0.081

本来感（α＝ 0.897）

職場でいつもゆるがない自分を持っている 0.032 -0.098 0.903

職場でこれが自分だと実感できるものがある 0.027 0.099 0.784

職場でありのままの自分でいいのだと感じる 0.036 0.166 0.642

職場でいつも自分を見失わないでいられる 0.057 0.192 0.630

因子間相関

第 1 因子 0.611 0.640

第 2 因子 0.695

最尤法、プロマックス回転、値はパターン行列

表 2　職場における居場所感の因子分析の結果

第 1 因子 第 2 因子

知識提供（α＝ 0.879）

新しいことを学んだ場合、同僚にそれを教える 0.904 -0.074

私が持っている知識を同僚と共有する 0.823 0.047

通常、私がしていることを同僚に伝える 0.653 0.154

私がしていることを同僚が知ることは大切だと思う 0.568 0.214

知識獲得（α＝ 0.874）

何かが得意な同僚がいれば、どうすればよいか教えてもらう -0.066 0.908

私が学ぶ必要があるとき、同僚にそのことについてたずねる 0.043 0.770

特定の知識が必要なとき、同僚にそれをたずねる 0.147 0.711

同僚が知っていることは、私に知らせてほしいと思う 0.253 0.510

因子間相関

第 1 因子 0.752

最尤法、プロマックス回転、値はパターン行列

表 3　知識獲得／提供行動の因子分析の結果
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て取り扱っている。本研究の結果は、居心地

が良く落ち着いた気持ちでいられるような主

観的に安心できる環境においても知識の提供

と獲得が促進することを示しており、知識獲

得／提供行動に踏み出すには、まずは主観的

な安心感が基本的な土台として必要であるこ

とを示している。このような安心感は企業に

おいてメンタル・ヘルスの視点から重視され

がちであるが、知識共有の向上という企業の

知的生産性の視点からも重要であると考えら

れる。

　また役割感も知識提供行動と知識獲得行動

双方に正の影響を与えていた。この役割感

は、組織内自尊感情と類似した質問項目が含

まれていることから、組織内自尊感情の影響

に関する先行研究の結果を支持する結果と解

釈することができる。先行研究のレビューで

述べたように、中藤（2017）は居場所の基礎

概念を「安心でき、自分らしくいられる場

所」として役割感を外していた一方で、居場

所の概念は多面的であり、個人が置かれてい

る日常的文脈を考慮する必要性を指摘してい

る。本研究で、役割感が知識共有行動に影響

心感が最も影響が強く、続いて役割感の影響

が強く、本来感の影響はやや小さくなってい

る。以上から、仮説 1、2、3 は支持された。

　つぎに知識獲得行動への影響を確認する。

コントロール変数では女性が知識を獲得する

傾向がみられた。一方で、年齢は知識獲得行

動には影響していない。居場所感について

は、安心感が知識獲得行動へ最も大きな正の

有意な影響を与えており、続けて役割感も正

の有意な影響を与えている。しかしながら、

本来感は有意な影響を与えていない。以上か

ら、仮説 4、5 は支持されたが、仮説 6 は棄

却された。

５. ２考察

１）学術面での考察

　分析の結果、安心感が知識提供行動と知識

獲得行動双方に最も強い正の影響を与えてい

た。これは心理的安全性の研究結果を支持す

るものとも捉えることができる。ただし、心

理的安全性の研究では、仕事でのリスクを取

ることの奨励やミスの受容など、単に安心で

きるだけではなく挑戦できる職場環境につい

　 平均値 標準偏差 役割感 安心感 本来感 知識提供行動

役割感 3.298 0.842

安心感 3.069 0.943 0.611 **

本来感 3.144 0.875 0.645 ** 0.713 **

知識提供行動 3.346 0.835 0.468 ** 0.512 ** 0.462 **

知識獲得行動 3.486 0.828 0.377 ** 0.432 ** 0.369 ** 0.740 **

**: ｐ＜ 0.01

　 知識提供行動 知識獲得行動

性別（男＝ 0, 女＝ 1） 0.109 ** 0.174 **

年齢 0.021 -0.059

役割感 0.224 ** 0.191 **

安心感 0.290 ** 0.256 **

本来感 0.123 * 0.095

R2 0.316 0.247

F 値 53.142 ** 37.770 **

**: ｐ＜ 0.01, *: ｐ＜ 0.05

表 4　単相関の結果

表 5　重回帰分析の結果
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ることが示されていることから、本研究での

職場を対象とした本来感は、自律的動機を介

して知識提供行動を促進する一方で、他律的

動機を介して知識提供行動を抑制し、結果、

知識提供行動への正の影響が弱まった可能性

もある。そのため、知識提供行動、さらには

知識獲得行動の規定要因として本来感を扱う

ときには、職場の本来感よりも生活全般を対

象とした本来感を用いた方が良い可能性があ

る。

　さらに、本研究では、知識提供行動と知識

獲得行動とには大きな違いがみられなかっ

た。そのため、実践の視点からみた場合、知

識の提供と獲得、いずれを目指すかで組織が

取るべき対応は大きな違いがないと思われ

る。ただし、先行研究のレビューで触れたよ

うに知識獲得行動は知識提供行動に比べて知

識資産の不足を示す側面があり、自我脅威と

の関連も示唆されている。そのため、自我脅

威を感じにくい居場所を感じられる環境にお

いて知識獲得行動が引き出される心理的な仕

組みは、知識提供行動が引き出される仕組み

とは異なる可能性があり、さらなる検討が必

要だと考えられる。

２）実践面での考察

　以上の結果、職場で知識提供行動や知識獲

得行動を促進するには、特に居場所感を構成

する因子のうち、安心感と役割感を高めるこ

とが有効と考えられる。安心感の質問項目に

は、安心感とともに居心地のよさや大切にさ

れている感覚などが含まれていることから、

お互いに尊重し、受け入れ合う居心地の良い

人間関係の形成が必要であるとも考えられ

る。加えて、役割を感じられる環境を設ける

ことも必要である。たとえば個人が企業や同

僚に貢献できていることが感じられるフィー

ドバックの提供や、個性が生かされる職場環

境を設けることなどが考えられる。

　また、安心感と役割感の双方を感じられる

環境を設けることが重要であると考えられ

を与えることが示されたことから、職場の文

脈において居場所感を考慮する際、役割感が

重要な概念であることを意味している。職場

は結果が求められる環境であることから、従

業員にとっては、そこで結果に貢献する役割

を果たすことが重要なために、このような結

果になったと考えられる。

　これに対して、本来感は知識提供行動へは

有意な影響がみられる一方で、その影響は安

心感、役割感に比べると小さい。さらに知識

獲得行動へは有意な影響がみられない。

　この原因の 1 つとして、居場所感の 3 因子

の関係が影響している可能性が考えられる。

本間（2006）は、居場所においては、まず個

人の存在がまるごと受容されることが大切で

あり、受容されることが行動や自尊感情を高

めることにつながっていくと述べているが、

このことは、まず自分らしくいられることが

居場所における前提条件である可能性を示唆

している。もしそうであれば、本来感が安心

感や役割感に影響を与えている可能性があ

る。また単相関の結果をみると、本来感と知

識提供／獲得行動との相関は役割感と知識提

供／獲得行動との相関と同程度であるもの

の、安心感や役割感を加えた重回帰分析にお

いては本来感の影響が弱まったということ

は、本来感と知識提供／獲得行動との関係を

安心感や役割感が媒介している可能性を示し

ている。そのため、今後、居場所感の 3 つの

因子の因果関係を考慮して分析することが期

待される。

　また、もう 1 つの原因として、本来感の尺

度の特徴が挙げられる。向日（2019）は、職

場における本来感は自律的知識提供動機だけ

ではなく他律的知識提供動機へも正の影響を

与えているのに対し、生活全般を対象とした

一般本来感は自律的知識提供動機へのみ正の

影響を与えていることを示している。先行研

究（向日，2015b）において、他律的知識提

供動機は知識提供行動を抑制すること、また

自律的知識提供動機は知識提供行動を促進す
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場所感と知識提供／獲得行動は回答者による

自己評価であり、居場所感を感じている回答

者が自己の知識提供／獲得行動をポジティブ

に評価している可能性がある。そのため、知

識提供／獲得行動について上司や同僚などの

他者が評価し、そのデータを分析することが

期待される。
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